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3-1 送配電設備被害状況（10/11集約時点）

配電設備 送電設備

架空線 地中線 架空線

支持物【本】
（折損・倒壊等）

高圧線【径間】
（断線・混線等）

変圧器【台】
（損傷・傾斜等）

地上機器【台】
（浸水等）

地上機器【台】
（損傷・傾斜等）

ケーブル【m】
（損傷等）

特高線【条】
（断線）

1,343 4,914 362 38 0 544 10

※１ 【折損・倒壊】881｛・倒木、飛来物等：788、地盤の影響（流出含む）：93 ｝
【傾斜・沈下・ひび】462

※１
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当社は、今回の事態を真摯に受け止め、今後の大規模災害時における、より的確で盤石な
対応を図るため、平成30年9月14日、社長を委員長とする「台風２１号対応検証委員会」
を設置しました。
同委員会において、対応全般の課題を抽出し、社長が先頭に立ち、現在、対策の立案・具
体化を進めております。

１．体 制
委員長：岩根社長
委員長代理：土井副社長（送配電カンパニー長）
委員：関係役員、支社長

２．検討課題
（１）停電の早期復旧
（２）お客さま対応
（３）自治体との連携

３．期間
12月末を目途に取りまとめを実施

４．「台風２１号 対応検証委員会」について
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６．主な課題・問題点

【①停電の早期復旧】
被害全容の把握に時間を要し、復旧見通しを具体的に提示できなかった上、復旧に時間を要した。
①被害全容の把握に時間を要した。
②停電状況と復旧見通しの情報提供に時間を要した。
③被害規模が大きく復旧に時間を要した。
④障害物・土砂崩れ等により停電復旧に長期間を要した。

【②お客さま対応】
コールセンターに電話がつながりにくい状況に加えお客さまに停電状況を適時的確に情報発信することが
できず、当社の停電対応への不満・不安につながった。

①コールセンターの対応能力をこえる入電があったため、長期間にわたり、電話がつながりにくい状況となった。
②主な問い合わせ窓口がコールセンターしかなかった。
③お客さまに停電状況や復旧見通しを十分に情報発信することができず、更なる問合せの増加につながった。

【③自治体との連携】
自治体に対して、正確・迅速な情報連携ができなかったことにより、自治体における的確な防災施策の
実施・住民への情報提供と支援に支障を来たすこととなった。

①大規模停電において停電状況や復旧見通しを自治体に的確に提供できなかった。
②停電の早期復旧、長期停電時の支援に関する平時からの具体的な情報連携が十分でなかった。
③災害時の通信手段等を含む情報連絡体制が不十分であり、必要な情報共有を図ることができなかった。

時系列分析やお客さまからの申し出内容、自治体からのご意見等より以下の課題を抽出した。
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６-11 中間取りまとめ ③自治体との連携
主な課題、問題点 今後の対策（方向性）

自治体に対して、正確・迅速な情報連携ができなかったことに
より、自治体における的確な防災施策の実施・住民への情報
提供と支援に支障を来たすこととなった。

①大規模停電において停電状況や復旧見通しを自治体に
的確に提供できなかった。

②停電の早期復旧、長期停電時の支援に関する平時からの
具体的な情報連携が十分でなかった。

③災害時の通信手段等を含む情報連絡体制が不十分で
あり、必要な情報共有を図ることができなかった。

平時から、災害時の具体的な活動を意識した情報連携を強化すると
ともに、災害時には、自治体のご協力を得ながら、停電の早期復旧と、
住民への的確な情報提供ができる体制を構築する。

①大規模停電時の自治体への情報提供方法の改善
・自治体のご要望に応じたより正確な停電情報の提供
・復旧見通し・停電復旧状況に関するきめ細かな情報提供

②停電の早期復旧に向けた事前連携の充実・強化
・停電復旧作業を妨げる障害物除去に関する事前協議
・自治体の把握されている優先復旧施設に関する事前協議
（情報共有・自衛措置（自家発電等）に関する連携）
・当社および自治体の住民への情報連絡手段を活用した、
停電・復旧状況の周知に関する協議
・停電の長期化のおそれのある地域でのポータブル発電機の
貸し出し・役割分担に関する整理

③災害時の情報連絡体制の確立、強化
・災害時の電話等での連絡先の事前相互確認
・広範囲の停電が継続するような場合には、自治体の対策本部に
社員を派遣する等、さらなる情報連携の強化
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７ 国への要望事項

＜停電復旧関係＞

 停電復旧に必要となる飛散物や倒木等の除去の円滑化に資する制度面で
の整理等

【台風21号での事例】

・除去すべき飛散物等の所有者への確認・協議に時間を要した。所有者自身による除去を
主張され、作業終了まで電力復旧に着手できなかった例も。

・電力設備に接触している樹木の除去は電力で実施できるが、進入路に横たわる樹木の除
去に法的根拠がない。

＜その他＞
 建物等からの飛散物防止、山林の樹木倒木防止に資する政策面での対応

【台風21号での事例】
・飛散物や倒木による配電設備被害が多発。飛散物による死亡災害も発生。

 重要施設等における自衛措置（自家用発電等）への支援
【台風21号での事例】
・重要施設への早期送電が困難な場合もあり。
・自家発があっても燃料備蓄が不十分なところも。


